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《ベトナムトップニュース》

国内流通品の「ベトナム製」表示基準を厳格化＝
商工省、不正対策で政令案
　１０日のベトナム・ニューズ紙（電子版）によると、同
国商工省は国内市場で流通する商品に「ベトナム製」と
表示できる基準を定めた政令案を政府に提出した。増加
傾向にある原産地不正表示による詐欺行為を抑制するの
が狙い。
　ベトナムには原産地表示に関する規制が既にあるが、
適用対象は輸出品と輸入品で、主に自由貿易協定（ＦＴ
Ａ）に基づく優遇関税や貿易管理が目的。国内で流通す
る商品に関しては現在、ベトナム製と見なす基準を定め
た法的枠組みはない。
　商工省によれば、消費者の誤解を招く原産地表示が増
えている。ベトナムで単純な加工や組み立てを行っただけ
で、実質的な変更を加えていないのに「メード・イン・ベ
トナム」と表示されていたり、海外製の輸入品がベトナム
製と偽って販売されていたりするという。
　同省は、原産地表示の基準をより明確にすることで、製造者と消費者間のトラブルを減らすとともに、取
り締まりの法的根拠となり、市場の透明性向上や消費者保護の強化につながると強調。また、ベトナム・ブ
ランドの保護に向けた責任を強めることも期待できると説明した。
　政令案によれば、特定の条件を満たした商品は完全なベトナム製と認められる。輸入した原材料が含まれ
ている商品でも、原産地規定やベトナムの付加価値条件を満たしていればベトナム製と見なされる可能性は
あるが、完全なベトナム製には当てはまらない。実質的な変更を加えない簡単な加工や組み立ては、ベトナ
ム製と認定する際に考慮しないと定めている。
　原産地表示は従来通り任意で自己申告制だが、企業は説明を求められた際に、原産地を証明できなけれ
ばならない。商工省はまた、今回の政令案によって企業に追加の行政手続きが課されることはないと説明し
ている。（ハノイ時事）

石炭、１５％まで超過採掘許可＝エネ安保確保で発電に充当
　ベトナム紙ラオドン（電子版）によると、ベトナム政府は９日、石炭採掘許可を受けた組織や個人に対し、
最大１５％までの超過採掘を認める特別メカニズムに関する決議２８号を公布した。適用期間は２０２７年
１２月末まで。エネルギー安全保障の確保が目的で、増産分は発電に充てる。
　決議は特別メカニズムの適用について、緊急時の国家エネルギー安全保障を確保し、電力生産や基幹産
業向けの石炭供給を途切れさせてはならないと強調。超過採掘が当局が認定した埋蔵量を超えてはならな
いとした。
　また、「有効な鉱物採掘許可を保有していること」「増加する採掘能力に対応できる十分な技術力、設備を備
えていること」などの要件を満たす場合、採掘許可の内容変更手続きを経ずに超過採掘ができると明記。
一方、超過採掘に当たっては登録手続き完後に実施できるとし、定期報告などが求められると定めた。（ハノ
イ時事）

ハノイの工場で生産されたシャツの「メー
ド・イン・ベトナム」表示＝２０１９年５
月（ＡＦＰ時事）
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グリーン融資残高８２８兆ドン＝１７～２５年に平均２０％超増加
　ベトナム紙サイゴン・タイムズ（電子版）によると、同国では脱炭素プロジェクトなどを対象としたグリー
ン融資の残高が８２８兆ドン（約５兆円）に達し、２０１７～２５年に年２０％を超えるペースで増えている。
ベトナム国家銀行（ＳＢＶ、中央銀行）のグエン・ゴック・カイン副総裁が、グリーン経済や循環経済などに
関する９日のセミナーで明らかにした。
　セミナーはＳＢＶと農業環境省、ドイツ国際協力公社（ＧＩＺ）が共催し、ハノイで開かれた。グリーン融
資は８２金融機関が実施。残高の大幅な伸びは、ベトナムのグリーン移行や持続可能な発展を支える資金の
動員と配分で、グリーン融資がけん引役として重要性を高めていることを示した。
　グリーン融資のほか、環境リスクや社会リスクを評価対象とする融資も大幅に増加。１７年末から約２５
倍に増え総額５１００兆ドンを超えた。融資残高の２７．７％を占めている。
　カイン氏はセミナーで、グリーン成長と循環経済は今や任意ではなく、緊急の必須要件だと指摘。銀行
部門では法的枠組みを整備しグリーン融資指針を策定したほか、環境・社会リスクの管理を金融機関のビジ
ネス戦略に組み込むなど、さまざまな対策を講じてきたと強調した。（ハノイ時事）

【玉名だより】共生
◆業務で７月下旬開催予定のセミナーの準備をしている。演題は「外国人との共生
～地域での実践に向けて」。この言葉と共に思い出すのは、かつて訪れた熊本県
玉名市の玉名温泉での光景だ。江戸時代末期には確実に存在していた同温泉。
家族風呂などの王道はもちろん、屋外には無料で利用できる大型の足湯もあり、

住民を中心とした憩いの場となっている。
◆地元の女子高生グループ、単独訪問の年配男性、子連れの外国人家庭…。ここにはさまざまな
属性を持つ人が自然と集まる。１人でふらっと訪れた筆者が変わり者に見えないほどだ。
◆外国人の幼い女の子は、自分がいくつか持っている小さな人形をすべて足湯に突っ込み、大喜び
で遊んでいる。人形が流れたらどうしようと青くなる筆者を尻目に、周囲はどこ吹く風だ。誰も目く
じらを立てない。この場では、共生がどういう訳か成り立っていた。
◆幾つもの時代を超え、玉名温泉は新たな歴史の扉を開けた。これからどうなるかは素人の筆者に
は予想もつかない。一つだけ言えるのは、共生社会の波が日本全国に広がっているということだ。
（Ｋ）
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雇用見通し、７～９月期も前向き＝マンパワー調査
　人材サービス大手マンパワー・グループが公表した２０２６年第３四半期（７～９月）雇用情勢見通しによ
ると、ベトナムでは雇用主企業の警戒感は強まっているものの、引き続き雇用に前向きであることが分かっ
た。９日のベトナム紙サイゴン・タイムズ（電子版）が報じた。
　調査は今年４月１～３０日、４２カ国・地域の４万０５００社を対象に実施した。ベトナムでは対象企業
２６５社の４９％が、７～９月に従業員を増やすことを計画。２１％が削減、２７％は現状維持を予定してい
る。
　マンパワー・ベトナム部門の責任者グエン・トゥー・チャン氏は「ベトナムの労働市場は強い楽観主義か
ら、より現実に即した自信に移行しているようだ」と評価。「エネルギーコストが上昇し世界的に混乱が広が
る中、雇用主はより慎重なアプローチを取らざるを得なくなっているが、雇用需要は引き続き底堅い」と指
摘した。

　◇人員増、半数強は「業務拡大」で
　人員増を計画する企業のうち５１％は業務拡大を増加の主な要因に挙げ、業種別では販売・物流（６１
％）、規模別では従業員２５０～９９９人（６２％）の企業にこの傾向が強い。専門技能への需要も強く、技
術進歩を従業員を増やす理由とする企業も３２％あった。
　一方、雇用削減の理由で最も多かったのは、経済面の逆風で５４％。全世界（３７％）やアジア太平洋・
中東（３８％）の平均を上回った。
　雇用を増やす企業の割合から減らす企業の割合を引いた純雇用見通し指数（ＮＥＯ）で見ると、地域別で
は南部が３３％で最も雇用意欲が強い。規模別では従業員５０～２４９人の中堅企業が３９％で最も強かった。
　デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）が加速する中、ベトナムでは雇用主が将来に備えた人材に、さ
らに多くの給与を支払う用意があるという傾向が強まっている。最も需要があるのは人工知能（ＡＩ）リテラ
シーで、雇用主の８３％はＡＩツールを理解し効果的かつ責任を持って活用できる人材に、より多くを支払う
用意があると回答した。（時事）

米、ＡＳＥＡＮ諸国にガス販売拡大へ＝エネ備蓄放出も―ランドー国務副長官
　【ハノイ・ロイター時事】ランドー米国務副長官は１０日、米国が戦略的エネルギー備蓄の一部を放出する
とともに、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）諸国への液化石油ガス（ＬＰＧ）および液化天然ガス（ＬＮＧ）
の販売拡大を目指していると述べた。
　ハノイで開催されたフォーラムで「現在のエネルギー危機は各国がエネルギー資源を多様化させる必要性
を明確に示しており、米国はＡＳＥＡＮ加盟国が現在の状況を乗り切るだけでなく、長期的なエネルギー安
全保障とレジリエンス（強靱＝きょうじん＝性）を支援できるよう、共に協力していきたい」と語った。
　米国がフィリピンへ原油とＬＰＧを輸送したという。
　技術面では、米国はＡＳＥＡＮ諸国に対し、情報通信技術を含む重要インフラについて「信頼できる供給
業者」と協力するよう奨励していると説明。「インフラパートナーに関するあなた方の今日の選択が、今後数
十年にわたる安全保障と繁栄を左右することになる」と述べた。
　ランドー氏はまた、南シナ海が自由で開かれた状態を維持できるよう、米国はベトナムやその他のＡＳＥＡ
Ｎパートナーと緊密に連携していくと語った。
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《ベトナム経済》

貿易総額５００億ドル視野に協力＝ベトナム共産党書記長とタイ首相
　【バンコク時事】タイのアヌティン首相はベトナム公式
訪問最終日の９日、ハノイでトー・ラム共産党書記長兼
国家主席と会談した。ラム書記長は、両国間の貿易総
額を将来５００億ドル（約８兆円）に拡大することを提
案。「包括的戦略パートナーシップ」を推進し、貿易、安
全保障などの分野で２国間協力を強化することを確認し
た。タイ政府報道官が発表した。
　タイ商務省のデータによると、両国間の貿易総額は
２０２５年が２３６億ドルで、当面の目標は２５０億ドルと
なっている。
　ラム書記長は５月下旬にタイを訪問しており、アヌティ
ン氏の訪越は２国間協力の継続に重要な意味を持つと語
った。
　両首脳は、サプライチェーン（供給網）の連結性強
化、地域経済の開発、グリーン経済の推進で連携してい
く方針で一致。アヌティン氏は、貿易総額は年内に２５０億ドル目標を達成し、近い将来に３００億ドルまで
拡大するとみていると述べた。
　アヌティン氏はまた、安全保障協力の格上げに向け、外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）の枠組み創
設を提案した。

再エネ投資促進へ新法検討＝国会副議長、ＧＷＥＣトップと会談
　国営ベトナム通信によると、グエン・ホン・ジエン国会副議長は９日、世界風力エネルギー会議（ＧＷＥ
Ｃ）のベン・バックウェル最高経営責任者（ＣＥＯ）とハノイで会談し、再生可能エネルギーの利用拡大に
向けた協力を巡り意見交換した。ジエン氏は、透明で安定的な投資環境を確保するため、再エネ分野への
投資促進に関する複数の新法を検討していると伝えた。
　ジエン氏は、国際情勢が不透明感を増す中、内外の投資家に良好な投資環境を提供するための包括的
で現実的な法的枠組みが必要だと強調。再エネや新エネルギー、環境に優しいエネルギーへの転換に関す
る複数の重要法案を検討しており、透明で安定した投資環境の形成へ障害を取り除いていく考えを示した。
　また、ＧＷＥＣが政策提言や専門的な知見の共有などを通じ、エネルギー転換と市場の発展を支援する
とともに、風力発電など再エネへの投資機会を促進することで、世界のビジネス界とベトナムをつなぐ架け
橋としての役割を果たし続けることへの期待を表明した。
　会談で両者は、陸上と海上の風力発電の拡大、技能開発と人材育成の強化、ベトナムで風力発電事業を
効果的に実施するための方法などについても議論した。（時事）

全領域で競争せず量子技術に重点＝科学技術院がＢＲＩＣＳフォーラム出席
　９日の国営ベトナム通信によると、ベトナム科学技術院（ＶＡＳＴ）のチャン・トゥアン・アイン氏は、モス
クワで７～８日に開催された量子技術に関する新興国グループ「ＢＲＩＣＳ」のフォーラムで、ベトナムは量子
研究のあらゆる領域で技術先進国と競争するのではなく、量子技術に重点を置いて取り組みを進めると述
べた。

ベトナムのトー・ラム共産党書記長兼国家
主席（右）と会談するタイのアヌティン首
相＝９日、ハノイ（タイ首相府ホームペー
ジより）
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　ＶＡＳＴ代表団を率いるアイン氏はこの中で、ベトナムが質の高い人材育成や強力な研究グループの構築、
共有の研究インフラ強化、先進的な国際科学センターとの連携拡大などを中心とした戦略を採用すると説明
した。ＶＡＳＴは、数学、理論物理学、計算科学におけるベトナムの強みを生かし、量子シミュレーション
やアルゴリズム、情報セキュリティーなど、能力に見合った研究領域に焦点を当てている。
　代表団はフォーラムで、公開討論以外にも海外パートナーとの２国間・多国間会合に参加。量子分野での
ベトナムの発展に向けた見解や国際的なトレンド、ＢＲＩＣＳ枠内での連携機会について意見を交わした。
　フォーラムはロシア科学高等教育省と同国の国営原子力企業ロスアトムが共催。ファリコフ科学高等教育
相は全体会合で、ＢＲＩＣＳ諸国が量子分野で科学・教育に関する大きな潜在力を持つと主張した。ロスアト
ムのリハチョフ社長は、国家主権の確保に向けた先端技術の重要性を強調。ロシアは原子力プロジェクトを
通じたハイテク技術輸出の経験が豊富だと述べ、パートナーと専門知識を共有する用意があると表明した。
（ハノイ時事）

カントー、シンガポール企業に投資呼び掛け＝ＤＸや物流分野など
　国営ベトナム通信によると、南部メコンデルタ地域カントー市人民委員会のチュオン・カイン・トゥエン委
員長は９日、シンガポール企業の代表団に対して、イノベーション（技術革新）や科学技術、デジタルトラン
スフォーメーション（ＤＸ）、グリーン経済、物流、港湾、農産物、スマート都市開発、人材育成の分野で
の投資機会を、同市で模索するよう求めた。
　トゥエン氏は、シンガポールはカントーにとって最大の投資国であり、現在、総登録資本金が約
３億２０００万米ドル（約５１０億円）のプロジェクト１２件が進められていると説明。主力プロジェクト
は、総面積が約２９４ヘクタールのベトナム・シンガポール工業団地（ＶＳＩＰ）カントーで、総投資額は
３兆７０００億ドン（約２２０億円）を超える。
　同委員長は、市は昨年７月１日、旧ソクチャン省と旧ハウザン省と合併したことで、より大きな開発スペー
スが生まれ、海洋経済やハイテク農業といった分野で成長の可能性があると強調。市は、メコンデルタ地域
の農産物を世界市場と結び付け、魅力的な投資先となることを目指し、投資家にとって有利な条件を整備す
ると述べた。
　カントーは、１１件の産業インフラ事業と１６件のエネルギー事業、２件の商業事業などに向けた投資機
会のポートフォリオと優遇税制に関する情報を提供。市はまた、今年１０～１２月期にシンガポールに向けた
投資誘致団を結成し、次の開発段階における協力機会を拡大することを計画している。（ハノイ時事）

《ベトナム産業》

ＥＣ拡大、コスト上昇が課題＝売り手の費用負担増
　ベトナムで電子商取引（ＥＣ）が急速に広がる中、仲介するプラットフォームと売り手の双方が課題に直面
している。物流コストと手数料の上昇が、業界のさらなる発展の足かせとなりかねない状況だ。８日のベト
ナム・ニューズ紙（電子版）が報じた。

　◇販促へ新たな手数料
　商品の配送時間は近年、かなり短縮されたが、倉庫での保管料や発注から配送までのコスト総額は高い
まま。少額の注文のほか、遠隔地や山間部への配送は、さらにその傾向が強まる。このため、シンガポー
ルのショッピーの「ＳＰＸエクスプレス」、中国アリババ集団傘下のラザダの「ラザダ・ロジスティクス」など、
大手プラットフォームは自前の物流エコシステム（経済生態系）を整備。サプライチェーン（供給網）への管
理を強め、コストの最適化を進めている。
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　物流だけでなくプラットフォーム関連の費用も、売り手
への圧力を強めている。ＥＣの発展初期こそプラットフォ
ームは売り手を引き寄せるため、補助や手数料減額に加
えてプロモーションを積極支援。しかし、市場が利益主
導の競争へ移るにつれ、新たな手数料が導入されるよう
になった。売り手は今やプラットフォーム手数料だけでな
く、広告、商品の優先表示、販売促進キャンペーン、ラ
イブ配信活動などの費用負担が必要になっている。
　多くの小規模な売り手からは、ここ数年で運営コスト
が大幅に上がったとの声が上がる。一方、プラットフォー
ムのアルゴリズム（計算手法）などによって、独自に運営
する能力は落ちたという。こうした圧力は小規模小売業
者にとってとりわけ厳しく、十分な宣伝費を投じるか有力
プラットフォームのキャンペーンに加わらない限り、顧客まで到達する能力が著しく低下。ブランド力のある
業者と家族レベルの小規模業者の差が開くことになる。

　◇大手ブランドに集中
　市場調査を手掛けるメトリック社のデータは、この傾向を明確に示している。２０２６年第１四半期（１～
３月）にショッピー、ラザダ、ティックトックショップの各プラットフォームで、優良・公式店を指す「ショッ
ピングモール」に認定された店は、操業中の全店の２．４７％にすぎないにもかかわらず、売り上げ全体の
３２．４％を占めた。また、ショッピングモール認定店の数は１３％減少したが、売上高は５３％増加。運営
能力が強く透明性の基準が高い大手ブランドに、売り上げが集中しつつあることを示した。
　ＳＨＳリサーチによれば、ベトナムのＥＣ市場規模は年２０％という成長率が続けば、２８年までに５００億
ドル（約８兆円）、３０年までに７００億ドルに達する可能性がある。そうなれば同国は、東南アジアで３番
目に大きなオンライン小売市場となる。ＥＣの対象がファッションやコスメ、電子製品など以前からの分野
を超えて広がる中、成長の潜在力は衰えておらず、生鮮食品を含む食品や生活必需品の消費財でもオンラ
イン販売は勢いを増している。
　部門別では、美容関係が１～３月で２４兆４０００億ドン（約１５００億円）を売り上げて引き続きトップだ
が、女性ファッションも７５％近い大幅な伸びを記録。国内ブランドも地元市場での認知度を高め、トレンド
をいち早く取り入れ、デジタルコンテンツ戦略でシェアを広げている。

　◇新たな「ルール」制定
　ＳＨＳリサーチによれば、ベトナムのＥＣ市場は２５年に３１０億ドルを記録し、２０年の２倍以上に拡大。
今や小売売上高および消費者サービス収入全体の約１０％に相当し、国のデジタル経済の３分の２に貢献し
ている。成長率は年２０～２５％と、世界で最も急成長している市場に分類され、東南アジアでも最も力強
いデジタル消費者拠点の一つへと着実に歩みを進めている。
　とはいえ、長期の持続的成長には、さらに多くの顧客を引き付ける以上の取り組みが求められる。市場は
より透明で、プラットフォームと売り手のバランスが取れた運営環境を必要としている。
　国会を通過したＥＣ法は、デジタル経済の新たな「ゲームのルール」制定に向けた重要な一歩と考えられ
ている。同法は透明性を向上し消費者保護を強化するとともに、偽造品や不正取引を取り締まり、越境ＥＣ
の法的枠組みを設けると見込まれている。（時事）

ハノイ市内のカフェで、ＱＲコードを使っ
て支払いを済ませる客＝２０２５年６月（Ｅ
ＰＡ時事）
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航空業界、需要低迷と燃料コスト増に直面＝一部従業員に無給休暇
　ベトナム・ニューズ紙（電子版）は１０日、夏の観光シーズンを前に、ベトナムの航空業界が低迷する消費
者需要や上昇する運用コスト、中東情勢をはじめ地政学的な不確実性の高まりといった問題に直面している
と報じた。こうした要素が航空券価格や旅行先の選択に重くのしかかっているという。

　◇便数調整や路線削減も
　国営ベトナム通信が４月下旬から５月にかけての南北統
一記念日とメーデーの連休に実施した調査では、旅行者
の多くが航空券が高いため、陸路での移動を選んだとい
う結果になった。ベトナム民間航空局（ＣＡＡＶ）の幹部
は、航空会社は現在、燃料価格や為替の変動、機体の
不足と地政学的な不確実性による大きな運航コスト圧力
にさらされていると述べた。国際的な原油価格は足元で
落ち着きの兆しをみせているものの、中東紛争による供
給途絶のリスクが依然として残り、下落傾向は持続可能
ではない恐れもあると指摘した。
　燃料費は現在、航空会社の総運営費用の３５～４０％
を占める。同幹部は結果として、多くの航空会社が便数
を調整したり、路線削減や運賃の引き上げを余儀なくさ
れたりしていると語った。
　ベトナム航空の代表は、新型コロナウイルスの感染拡大時と同様のコストカット策を採用していると説明。
経営陣の人件費削減、一部の従業員への無給休暇の導入などが含まれるという。
　同社は運航面ではより多くの直行便を導入。飛行時間と燃料消費の削減に役立てている。また、代表は
燃料価格が相対的に安価な近隣諸国で補給するといった戦略を展開し、燃費効率を高めるためエンジンメ
ンテナンスなどを強化していると付け加えた。
　格安航空会社（ＬＣＣ）べトラベル航空も慎重かつ柔軟なアプローチをとる。同社の担当は運賃競争にだ
け力を入れるのではなく、機材稼働率を最適化や路線網の見直しに力を入れるとともに、付帯サービスを通
じて収益源を多様化させていると語った。

　◇需要喚起策が必要
　ある専門家は、航空業界と観光業界は感染拡大や地政学的緊張といったショックに対し、最も影響を受
けやすい分野でもあると指摘。航空業界と観光業界が連携を深めつつ、政策と企業活動の両面で耐久性を
強めることが必要だと強調した。現在の状況では、需要喚起策や消費者支援策、ビザ（入国査証）取得の
円滑化やエコシステム（経済生態系）連携強化が求められるとしている。（ハノイ時事）

５月の二輪車販売、３．９％減＝自動車は２６％増―ホンダ
　【ハノイ時事】ホンダ・ベトナムは１０日、２０２６年５月の二輪車販売台数が前年同月比３．９％減の
１６万９９７６台だったと発表した。輸出台数は２万３６７３台。４月からの累計販売台数は、前年同期比１．
３％減の３４万３４４４台となった。
　５月の自動車販売台数は、前年同月比２６．０％増の１８７０台。累計販売台数は前年同期比２．０％増の
３７００台だった。
　ホンダ・ベトナムは今月、電動バイク「ＣＵＶ ｅ：」の販売を開始した。７月には別モデルの「ＵＣ３」の
発売を予定するなど、電動車両の販売を強化している。

ハノイのノイバイ国際空港にあるベトナム
航空のチケットカウンター＝３月２５日（Ｅ
ＰＡ時事）
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ビンファスト、５月の国内販売１万９５０３台＝リモグリーンが首位
　【ハノイ時事】ベトナム電気自動車（ＥＶ）大手ビンフ
ァストが１０日発表した５月の国内販売台数は１万９５０３
台だった。１～５月の累計は９万７９６１台。
　５月の販売台数を車種別でみると、７人乗り多目的
車（ＭＰＶ）のリモグリーンが５１０８台で首位だった。Ｖ
Ｆ３が４７７０台、ＶＦ５はヘリオグリーンを含め３３９９
台。ＶＦ６は１６７４台、ＶＦ７は７５０台だった。
　５月にはＶＦ８の新世代バージョンの先行予約を開
始。開始から８日間で１万２７２８台の予約があったとい
う。
　ベトナム自動車工業会（ＶＡＭＡ）が９日発表した５月
の新車販売台数（加盟社以外の輸入車を含む）は、前
年同月比２％増の２万９９３５台。同統計にはビンファストや韓国の現代自動車は含まれていない。ＶＡＭＡ
の加盟社別の販売台数は、トヨタ自動車が５６５３台でトップだった。

専門家と日本企業をつなぐ新サービス＝ベトナム進出支援―ＯＮＥ－ＶＡＬＵＥ
　ベトナムに進出する企業の経営コンサルティングや人材サービスなどを展開するＯＮＥ－ＶＡＬＵＥ（東京
都江東区）は１０日、日本企業のベトナム市場における投資判断や市場調査、企業の合併・買収（Ｍ＆Ａ）、
新規事業開発を支援する新サービスとして、ベトナムの専門家ネットワークを活用したプラットフォーム「ＯＮ
Ｅ－ＶＡＬＵＥ ＥｘｐｅｒｔＣｏｎｎｅｃｔ（仮称）」を展開すると発表した。
　プラットフォームは、日本企業とベトナムの専門家をつなぎ、公開情報や統計データだけでは把握しにく
い市場の実態や制度運営上の課題、業界構造、現場のニーズを把握することが目的。不動産やエネルギ
ー、製造業、物流、医療、消費財、インフラなど３２以上の業界・分野を対象に、５０００人以上の専門家
ネットワークを活用して企業の意思決定を支援する。（時事）

ＦＰＴ、ホンダ・レーシングの支援継続＝全日本選手権にも拡大
　【ハノイ時事】ホンダ・ベトナムは１０日、ベトナムＩＴ大手ＦＰＴが日本法人ＦＰＴジャパンホールディング
スを通じて、２０２６年のアジアロードレース選手権（ＡＲＲＣ２０２６）でレーシングチーム「ホンダ・レーシ
ング・ベトナム」のスポンサーを務めると発表した。昨年に続いてスポンサーとして同チームを支援する。
　ＦＰＴは全日本ロードレース選手権（ＡＪＲＣ）にもスポンサーとして参加する。両大会を通じて、ＦＰＴの
ロゴはマシンやレーシングスーツなどに掲出される。
　ホンダ・ベトナムは今回の連携について、日本とベトナムを結ぶ重要な架け橋となるだけでなく、技術や人
材育成などの分野で新たに協力の機会をもたらすものだとしている。

ベトテル子会社、カンボジアで物流サービス＝ＥＣ普及で事業拡大
　国営ベトナム通信によると、ベトナム通信大手ベトテルグループのカンボジア子会社メトフォンは９日、物
流サービス「メトフォン・エクスプレス」を正式に開始した。電子商取引（ＥＣ）の普及を背景に、既に実績
があるカンボジアでの電気通信事業に物流を加えて事業を拡大する。
　カンボジアの首都プノンペンで催された開始式典には両国高官が出席。カンボジアのチア・バンデート郵
政相は、社会経済発展や雇用創出、技術移転や２国間連携に対するメトフォンの貢献を称賛し、今回の事
業開始がベトテルによる長期的な関与を示すものだと述べた。

ビンファストのリモグリーン（同社提供）
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　メトフォン幹部カオ・マイン・ドゥック氏は、カンボジアでＥＣやデジタル経済が急成長し、より効率的な
商品の流通やサプライチェーン（供給網）関連サービスへの需要が高まっていると指摘。メトフォン・エクス
プレスを通じてデジタルインフラと近代的な物流サービスを統合することは、カンボジアにおける包括的な
デジタルエコシステム（経済生態系）構築に向けた同社の戦略の新たな一歩だと語った。
　その上で、電気通信が人々のつながる方法を変革したように、デジタル物流はモノの移動や経済運営の形
を変える可能性があると強調。メトフォンは単なるサービス事業者にとどまらず、カンボジアのデジタル経済
とデジタル社会の発展に向けた長期的パートナーを目指すと述べた。（ハノイ時事）

クアンガイ省にネットゼロの高級リゾート＝スウェーデン投資家提案
　ベトナム紙トイチェ（電子版）によると、クアンガイ省人民委員会は９日、チャン・フオック・ヒエン副委員
長がスウェーデンの投資家と会談し、その中で投資家側が同省内での温室効果ガス排出実質ゼロ（ネットゼ
ロ）を実現する五つ星の高級エコリゾート開発に向けた調査を提案したと発表した。
　提案によれば、クアンガイ省コンプロン地区ビーチョン村の約４．５ヘクタールを開発。グリーン技術と再
生可能エネルギー、温室効果ガス排出削減を目指すソリューションを取り入れた高級滞在型ウェルネス施設
を想定している。
　リゾートは国際基準に沿って建設、運営され、循環型エネルギーシステムとクリーンエネルギー源を活用
してネットゼロを達成する計画という。実現すれば、地元の自然景観と独特の気候を生かし、地域での上質
なエコツーリズム発展に貢献すると期待されている。約３００人の直接雇用も見込まれている。
　ヒエン氏は、省当局が投資家の現地調査と研究活動、行政手続きを円滑に進め、プロジェクトの実行加
速を支援すると強調。また、プロジェクトが単なる高級リゾートだけでなく、グリーン開発やクリーンエネル
ギーの活用、循環型経済の実験的モデルになることを期待すると述べた。（ハノイ時事）

タイニン省、ＵＡＶエコシステム構築へ＝企業中心のアプローチ採用
　９日のベトナム紙サイゴン・タイムズ（電子版）によると、同国南部タイニン省は、地域の無人航空機（Ｕ
ＡＶ）研究・応用の拠点化を目指し、今後１０年間で包括的なＵＡＶエコシステムを構築する戦略を策定して
いる。２０３５年を見据えた２６～３０年の科学技術・イノベーション発展戦略の一環。同戦略ではＵＡＶを
優先分野に位置付けている。
　戦略の実行に向け、企業中心のアプローチを採用し、研究機関、教育機関、技術企業の連携を促進する
ことでＵＡＶ製品の実用化を加速させる計画。省科学技術局は専門家らと連携し、安全基準を満たした飛行
試験ルートや、サンドボックス（実証実験場）など投資誘致のための制度を備えたＵＡＶ技術の複合施設を
開発する。
　ベトナム国家大学ホーチミン校と研修や技術移転で連携するほか、複合企業ＣＴグループは４００ヘクター
ルの敷地に国際的なサービス基盤と一体化した技術複合施設を整備する。同グループが支援するプロジェク
トの投資額は約２０億ドル（約３２００億円）と見込まれる。
　省は、エコシステム構築が社会経済成長の新たな推進力となり、競争力を強化すると期待している。（ハノ
イ時事）

https://jijiweb.jiji.com/login/sokuhou/index.html
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第６４３回

賃金に関する雇用者の注意事項（２）
　ＡＩＣベトナム

　今回も賃金に関する雇用者の注意事項について解説します。

III．賃金テーブル
（１）賃金テーブルの作成について、現行労働法では大きな修正がありました。政府が規定した作成
原則に基づく（旧労働法第９３条１項）という条文が、削除されたことです。旧労働法では、各レベ
ル間で少なくとも５％の差をつける、職業訓練を受けた被雇用者の賃金は地域別最低賃金よりも７％
高くするといった規定がありましたが、それが現行法では撤廃されています。また、行政当局への登
録義務もなくなるなど、雇用者にとっては好ましい状況になっています。ただし、賃金テーブルの作
成義務だけは、現行法でも残っています（労働法第９３条１項）。
（２）賃金テーブルの作成目的は、被雇用者の募集、雇用、賃金支払いの基準などですが、雇用
者には作成する際に、職場に労働組合があればその意見をヒアリングする必要があります（同条３
項）。また、適用する前に職場での公表義務があります（同上）。
（３）当局が税務、労務の監査を実施する際、賃金テーブルの有無やその記載内容は確認を受けま
す。指摘を受けた際のリスクは以下の通りです。
　 （ａ）記載された賃金と実際の支給額が異なる場合、雇用者の支払った賃金が損金不算入となる
恐れがあります。
　 （ｂ）各種強制保険料（社会保険・健康保険・失業保険）は、賃金や手当に基づきます。賃金
テーブルの記載内容と異なる額で保険料が算出されている場合、修正申告や納付額の追加・罰金、
金利の支払いが発生します。
　 （ｃ）上記のような事例では、賃金の整合性に問題があると判断され、賃金テーブルと雇用契約
書の修正が要求される恐れもあります。

IV．賠償金額の賃金からの控除
（１）雇用者が被雇用者に対して損害賠償請求を行うことは認められており、その賠償額を毎月の賃
金から控除することも可能です。ただし、雇用者はその理由を被雇用者に通知する義務があります。
また、控除額の上限については法規上の規定があり、各種強制保険（社会保険・健康保険・失業保
険）、および個人所得税を差し引いた被雇用者の賃金の３０％を超える額とすることは認められませ
ん（同法第１０２条１～３項）。
（２）賃金からの控除が適用できる事例は以下の２つです。
　 （ａ）被雇用者が、故意または過失によって、雇用者の道具・設備・財産などに対する損害を与えた
場合に、法令または雇用者の就業規則に基づいて、被雇用者には損害賠償責任が発生します。賠償額
の上限は、被雇用者の不注意による重大ではない事例で、企業などの所在地の地域別最低賃金の１０カ
月分を超えない損害額であれば、最高額は被雇用者の賃金の３カ月分です（同法第１２９条１項）。
　 （ｂ）被雇用者が、雇用者の道具・設備・財産などを紛失する、あるいは基準を超えて浪費した
事例では、市場価値または就業規則の記載内容に基づき、損害額の一部または全額を賠償する責
任が発生します（同条２項）。
（３）しばしば誤解があるようですが、雇用者が被雇用者に対して罰金を科して、賃金を減額するこ
とは法規上禁止されています（同法第１２７条２項）。以下のVIで解説する通り罰則もあります。
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《ベトナム一般》

ビザ免除協定締結＝東ティモール・ベトナム
両首相が会談
　ベトナムのレ・ミン・フン首相は９日、「東南アジア諸国
連合（ＡＳＥＡＮ）未来フォーラム」出席のためベトナムを
訪問中の東ティモールのグスマン首相と会談した。会談
後、双方は複数の協力文書を締結。一般旅券保有者に対
するビザ（入国査証）免除協定が含まれる。ベトナム・ニ
ューズ紙（電子版）が報じた。
　両首脳は、こうした協力協定の締結を歓迎。人的交流
と幅広い連携を進める上で重要な基盤になるとの認識で
一致した。

Ｖ．その他の実務上の注意事項
（１）法令に定める不可抗力の場合を除き、雇用契約書に記載された賃金の未払い、遅配があった
場合、被雇用者には事前通知せずに雇用契約を一方的に解除する権利があります（同法第３５条２項
ｂ）。
（２）ベトナム人の被雇用者に対しては、雇用契約書における賃金の記載額、支払いともに、ベトナ
ム通貨での実施が必要です（同法第９５条２項）。ただし、就労する外国人は、外貨による雇用契約
書の締結、賃金の支払いが受けられます（同上）。
（３）税法上、５００万ドン以上の支出の損金算入が認められるためには、銀行送金が必要（政令Ｎ
ｏ.３２０／２０２５／ＮＤ－ＣＰ第９条１項ｂ）で、賃金についても同様です。

VI．罰則規定
　賃金に関連する雇用者への罰則の概要は以下の通りです。下記の罰金額は個人に対しての適用時
であり、企業に対しては金額が２倍となります（政令Ｎｏ.１２／２０２２／ＮＤ－ＣＰ第６条１項）。
（１）賃金、賃金テーブル全般に対する以下の違反には、５００万～１０００万ドンの罰金（同政令第
１７条）。
　 （ａ）賃金テーブルに関する規定を実施前に公布・公開しない。
　 （ｂ）給与明細を通知しない、給与明細を被雇用者に通知したものの、その内容が法令の規定に
基づかない。
　 （ｃ）賃金テーブルを作成しない。
　 （ｄ）賃金テーブル作成の際、職場の労働組合の代表部の意見をヒアリングしない（職場の労働
組合がある場合）。
　 （ｅ）同等価値の業務を行う被雇用者に対して、公平な賃金を支払わない。
（２）法規に基づかない賃金控除には、２０００万～４０００万ドンの罰金（同政令第１９条３項ｂ）。
（３）雇用契約書で合意の賃金の遅配、未払い、一部のみの支払いに対しては、被雇用者の数に応
じて、５００万～５０００万ドンの罰金（同政令第１７条２項）。

ＡＩＣベトナム・ヒューマンリソース部門　
infor@aic-vietnam.com

握手する東ティモールのグスマン首相（左）
とベトナムのレ・ミン・フン首相＝９日、ハ
ノイ（ＥＰＡ時事）
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　フン氏は、東ティモールのＡＳＥＡＮ正式加盟など最近の成果に祝意を表し、ＡＳＥＡＮの団結、中心性、
活力を高める重要な節目になるとの見方を示した。また、地域統合への強い関心を基に、東ティモールがＡ
ＳＥＡＮの連携枠組みに全面的、効果的に参加し、地域の平和や安定、持続可能な発展に寄与するとの確
信を示した。
　グスマン首相は、ＡＳＥＡＮ加盟に関するベトナムの支援に謝意を示し、ベトナムは信頼できる友人である
だけでなく、東ティモールの緊密で有効な開発パートナーでもあると述べた。両首脳は、両国の外相が共同
議長を務める合同委員会の初会合を開催することで合意。また、グスマン首相はベトナムに対し、東ティモ
ールの食料安全保障の確保に向け、コメを中心としたベトナム産品の供給継続を求めた。（ハノイ時事）

《各地のベトナム関連ニュース》

ベトナムとの協力具体化を指示＝商務省にアヌティン首相―タイ
　【バンコク時事】タイのアヌティン首相は１０日の閣議で、８～９日のベトナム公式訪問の成果を踏まえ、
２国間の協力を具体化するよう商務省など関係機関に指示した。両国の外交関係樹立５０年を機に関係強
化を加速する。政府報道官が発表した。
　首相は、商務省のほか、運輸省、エネルギー省、タイ投資委員会（ＢＯＩ）などに作業の加速を求め
た。スパジー商務相に対しては、貿易拡大と民間企業のビジネス障壁解消に向けた合同委員会の設立を指
示。「貿易パートナー」から「未来のパートナー」への関係格上げを目指す。
　首相はさらに、友好の象徴としてベトナムに昨年６羽を贈ったツル科の「オオヅル」について、追加贈呈を
天然資源・環境省に指示した。今年も６羽を贈る予定だったが、５０周年の節目を祝うため増やす。

中外テクノス、ＴＣＲエンジと提携＝インド中東で業務協力
　非破壊検査（ＮＤＴ）や構造物調査を手掛ける中外テクノス（広島市）はこのほど、インド現地法人と材
料試験やＮＤＴ事業の同国企業ＴＣＲエンジニアリング・サービシズとの３社間で、業務協力覚書を交わした
と発表した。インドのほか、サウジアラビアやアラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、クウェートなどの中東地域で各
種ＮＤＴサービスの協力体制を強化し、事業展開を推進する。
　ＴＣＲエンジは１９７３年設立。西部ムンバイを拠点に、故障解析、品質保証、品質管理の実績があるほ
か、インド国内だけでなく、中東地域にもネットワークを展開している。
　中外テクノスは、医療用レントゲン装置の修理・販売会社として５３年創業。製品や構造物を壊さずに検
査するＮＤＴ事業、自動Ｘ線検査装置、情報技術のほか、地球温暖化防止に関する検査測定やコンサルテ
ィング分野にも進出。インドのほか、ベトナムにも海外拠点がある。
　今後は、ＴＣＲエンジとの間で、探傷試験や放射線透過試験などの分野での連携を深め「顧客ニーズに応
じた高品質な技術サービスの提供を目指す」としている。（時事）

《ベトナム経済資料》

ベトナムのドン・金相場（６月１０日）
〔１米ドル／ドン〕
中間値　　　　　　　　　２５，１５３
銀行間値　２６，３２４～２６，３２７
非公式値　２６，２４５～２６，３６５
　
〔金〕（１テール＝３７．５グラム＝当たり、単位１００万ドン）
　　　　　１３６．３０～１４１．３０
（ロイター時事）
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《タイ》

経済３団体、ＧＤＰ予測引き上げ＝輸出好調、政策効果も反映
　【バンコク時事】タイの経済３団体で構成する商業・
工業・金融合同常任委員会（ＪＳＣＣＩＢ）は１０日、
２０２６年のタイの実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率予測
を前年比「１．６～２．０％増」に見直し、前回の「１．
２～１．６％増」から上方修正した。輸出の好調や政府の
消費刺激策「タイ・チュアイ・タイ（タイ人はタイ人を助け
る）・プラス」の効果を反映させた。
　ＪＳＣＣＩＢは、中東情勢悪化に伴うエネルギー価格高
騰などを受けて４月に成長率予測を下方修正しており、今
回の引き上げで中東情勢悪化前の予測値に戻した形とな
る。
　２６年の輸出については「８．０～１０．０％増」を見込
み、前回のマイナス予測から大幅に上方修正した。人工
知能（ＡＩ）の普及に伴うデータセンター投資の拡大で
電気・電子製品の輸出が伸びているため。
　インフレ率の見通しは「２．５～３．０％」とし、予想の下限を引き上げた。
　経済３団体は、タイ工業連盟（ＦＴＩ）とタイ商工会議所（ＴＣＣ）、タイ銀行協会（ＴＢＡ）で構成する。

　◇Ｋ字型回復に懸念
　ＴＢＡのパヨン会長は、１０日の記者会見で「データセンター投資などでＧＤＰが成長しても、国内の雇用
などに何をもたらすのか」と述べ、直接的な雇用への効果は限られるとの見方を示した。背景には、タイ経
済の回復が上向きな産業と落ち込む産業に分かれる「Ｋ字型」にとどまっているとの懸念がある。
　ハイテク分野以外の製造業では、エネルギー価格の高止まりによるコスト上昇が企業収益を圧迫してお
り、パヨン氏は「生産コスト上昇と収入減少が現在のタイ経済で最も緊急を要する課題だ」と指摘した。

　◇燃料の中東依存は低下
　パヨン氏はまた「国内には１０９日分に相当する燃料備蓄があり、供給不足の兆候はない」と述べ、中東
産原油への依存度も従来の約５５％から約２７％へ低下してきたとの見方を示した。政府の新たな電源開発
計画（ＰＤＰ）については、８月までの策定に期待を示した。
　一方、政府が推進するＡＩツールの無料提供計画「ＴＨ－ＡＩパスポート」について、ＦＴＩのピムジャイ会
長は「自前で導入すれば高額になるため、中小企業の直接的な支援になる」と評価した。同時に「提供され
る機能が実用的で、利用者に真の利益をもたらす仕様であることが大前提だ」と述べ、実効性が重要との
考えを示した。

人材育成で中国と連携強化＝５年で１００万人目標
　【バンコク時事】タイ教育省は、人工知能（ＡＩ）、電気自動車（ＥＶ）などの新産業で働く高度人材の育
成で中国と連携を強化する。５年間で１００万人の育成を目標に職業教育の高度化を図り、東部経済回廊
（ＥＥＣ）などでの人材不足解消を目指す。
　タイ政府報道官の説明によると、８、９両日に「中国・タイ職業教育協力２１０分野」プロジェクトに基づ
く作業部会をバンコクで開いた。両国は、産業界の需要に合わせたカリキュラムを共同開発し、タイ語、英
語、中国語の３カ国語の語学力とＡＩリテラシーを組み合わせた「３＋１」スキルの習得を推進する。

記者会見するタイ銀行協会のパヨン会長（中
央）。右はタイ工業連盟のピムジャイ会長＝
１０日、バンコク（工業連盟提供）
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　２０１８～２４年には中国からタイの職業教育に３４２１件の奨学金が提供されており、２５年からは１９分
野で中国とタイの学位を取得できるプログラムも始まっている。
　報道官は「仕事、収入、学位を得る」という理念の下、国家の人材ニーズに応えると強調した。

５月の新車登録６万３８８３台＝日系シェア６割に低下
　【バンコク時事】タイ運輸省陸運局が９日公表した統計によると、５月の四輪車の新車登録台数は
６万３８８３台だった。日系メーカーの登録台数を乗用車８社とトラック３社で合計すると３万８８７０台とな
り、全体に占めるシェアは６０．８％と、４月の７０．１％から１０ポイント近く低下した。
　登録台数は、全体でも日系合計ベースでも４月を上回ったが、３月下旬から４月上旬に開かれたバンコク
国際モーターショーで予約を伸ばした中国系ブランドの納車が増えた結果、日系シェアは低下した。
　１～５月の累計新車登録台数は３２万３５６１台。うち日系１１社は２０万５６２４台で、シェアは６３．６％と
なった。
　５月のメーカー別の新車登録台数のトップは、トヨタ自動車の２万０８６５台（シェア３２．７％）。ホンダは
７１４８台（同１１．２％）で２位に浮上。いすゞ自動車は６０４１台（同９．５％）で３位となり、４位は中国の
比亜迪（ＢＹＤ）の５１７１台（同８．１％）。三菱自動車は２６１２台（同４．１％）だった。
　中国系では、ＢＹＤのほか、上海汽車集団（ＳＡＩＣ）、奇瑞汽車（チェリー・オートモービル）、吉利汽
車、広州汽車集団などの登録台数が４月と比べ増加した。

《中国・香港・台湾》

５月の中国卸売物価、３年１０カ月ぶり高水準＝原油高で３カ月連続上昇
　【北京時事】中国国家統計局が１０日発表した５月の卸売物価指数（ＰＰＩ）は前年同月比３．９％上昇し、
上昇率は２０２２年７月以来、３年１０カ月ぶりの高水準となった。ＰＰＩが上がるのは３カ月連続で、上昇率も
前月の２．８％からさらに拡大。中東情勢の混乱に伴う世界的な原油高や運輸コストの高止まりが反映された。
　一方、消費者物価指数（ＣＰＩ）は１．２％上昇。ただ上昇率は前月と同水準だった。　
　原油相場は米イスラエルのイラン攻撃の影響で高止まりしている。ＰＰＩでは石油・天然ガス開発業が
３５．７％上昇。ＣＰＩのうちガソリンを含む交通燃料の価格は２１．１％上昇した。価格変動の激しい食品と
エネルギーを除いたコアインフレ率は１．１％と、前月の１．２％からわずかに下がった。
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テンセント、４６億米ドル相当起債＝２０年以来で最大規模―中国
　【香港時事】中国インターネットサービス大手の騰訊控股（テンセント、広東省深セン市）は１０日、米ド
ル建て２４億５０００万ドル（約３９００億円）分と人民元建て１５０億元（約３５００億円）分のオフショア社
債を１６日に発行すると発表した。旺盛な投資家需要を受け、発行規模を当初予定から引き上げた。総額約
４６億ドル相当となり、２０２０年以来で最大規模の起債となる。
　内訳は、米ドル建て１０年物（１７億５０００万ドル）の金利が５．０％、２０年物（７億ドル）が５．６％で、
調達額から引受手数料などを差し引いた手取り額は、約２４億３０００万ドルを見込む。人民元建て点心債
は１０年物（１１０億元）が２．５％、３０年物（４０億元）が３．１％で、正味の調達額は約１４９億４０００万
元となる見通しだ。
　テンセントは今年約３５億ドル、来年約２８億ドルの債務償還を控えており、調達資金は既存債務の借り
換えなどに充てる計画。今回の起債は中期債券（ＭＴＮ）発行計画の一環で、発行後の未償還残高総額は
約２２１億８０００万ドルとなる見込み。

《シンガポール》

グラブ、飲食店向け支援策開始＝認知度向上や需要創出を支援
　【シンガポール時事】シンガポールを拠点とする配車・フードデリバリー大手グラブとシンガポール企業庁
（エンタープライズ・シンガポール）は９日、小規模な飲食事業者の集客力向上やデジタル活用の支援を目的
とした新プログラム「グラブ・フルハウス・ミッション」を開始したと発表した。運営コストの上昇や競争激化
に直面する飲食店を支援し、店内飲食とデリバリーの双方で需要拡大を後押しする。
　プログラムでは、飲食店の認知度向上と集客を目的に、飲食店が集積する中心部タンジョンパガー、南西
部ホランドビレッジ、中心部ジャランベサールで店舗利用者向けサービス「ダイン・アウト」キャンペーンを
実施する。参加店舗では、利用額の最大１５％割引を提供し、来店客数の増加や認知度向上を図る。また、
グラブフード上でも、最大１５％割引の配達特典を実施し、小規模店舗の需要獲得を支援する。
　事業者向けには、企業庁や政府の職業能力開発支援機関スキルズフューチャー・シンガポールと連携し、
生産性向上やデジタルマーケティング、人工知能（ＡＩ）活用などを学ぶワークショップやマスタークラスを、
今後３年間にわたって毎年４回開催する。さらに、業界動向や消費者行動を分析した半年ごとのリポート提
供、地域ごとの相談会、事業者同士の意見交換会も実施する。
　新たにグラブへ加盟する飲食事業者向けには、導入支援プログラム「レディー・セット・グラブ！」を開始
し、最大７０事業者を対象に３８８シンガポールドル（約４万８０００円）の加盟支援パッケージ費用を全額
補助する。
　ロー・イェンリン上級国務相は９日に開かれた同プログラムの発表会で、今回の取り組みについて「政府と
企業庁による飲食業界への継続的な支援の表れだ」と説明した。グラブ・シンガポールのアレハンドロ・オ
ソリオ・マネジングディレクターは「事業者の認知度向上や能力開発を通じて、長期的な成長と事業の強靱
（きょうじん）化につなげたい」との考えを示した。

海鮮料理店ジャンボ、中国・東南アで事業拡大＝高級業態や給食も強化
　８日付のシンガポール経済紙ビジネス・タイムズによると、シンガポール取引所（ＳＧＸ）の新興企業向け
市場カタリスト上場で、同国の名物カニ料理「チリクラブ」が人気の海鮮レストランチェーンのジャンボ・グル
ープは、中国や東南アジアでの事業拡大と、高級業態や施設向け給食事業の強化を柱に成長戦略を進める
方針だ。
　同社は約１０００万シンガポールドル（約１２億円）を投じ、東部タイセンストリートに新本社を整備した。
本社機能とセントラルキッチンを集約した施設で、物流センターや研修施設、新たなフードホールも備え
る。アン・キアムメン最高経営責任者（ＣＥＯ）は、こうした投資が２０２７年度以降の業績改善につながる
との見通しを示した。
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　海外では、中国事業を上海に集中させる方針に転換する。採算の低い店舗は契約満了に合わせて閉鎖し、
経営資源を上海へ振り向ける考え。一方、７月にはインドネシア・ジャカルタで同国初の店舗を開業する予
定だという。
　シンガポール国内では、病院やホテル、学生寮などへの食事提供を行う施設向け給食事業に参入するほ
か、高所得層や富裕層旅行者を取り込むため、高級ブランドの展開も進める。
　一方、看板店の一つである東部イーストコースト・シーフードセンター店は、施設の再開発に伴い９月末で
閉店する。同店は国内６店舗の中で売上高が最大で、グループ全体の約１４％を占めるが、アン氏は「象徴
的な店舗であり、将来また戻りたい」と述べ、再開発後に新たな入札があれば参加を検討する考えを示し
た。（シンガポール時事）

シンガポールとインドネシア、経済協力強化で一致＝供給網やデジタル分野で連携拡大
　【シンガポール時事】シンガポールとインドネシアは９日、ジャカルタで第１６回「シンガポール・インドネ
シア２国間経済６作業部会（６ＷＧ）」の閣僚会合を開き、世界経済の不確実性が高まる中で、両国の経済
関係の強化とサプライチェーン（供給網）の強化に向けた協力を深める方針を確認した。会合はガン・キム
ヨン副首相兼貿易産業相と、インドネシアのアイルランガ経済調整相が共同議長を務めた。 
　両国は、デジタル経済やグリーン経済、産業インフラ、農業技術分野での投資や企業間協力の拡大につ
いて協議した。インドネシアのリアウ諸島州バタム・ビンタン・カリムン（ＢＢＫ）地域では、データセンター
投資やノンサ経済特区の拡張が進んでおり、両国は今後、同地域の技術産業に関する共同調査を実施して
成長機会を探る。 
　また、両国の代表的な産業協力案件である中ジャワ州クンダル県のクンダル工業団地を運営するクンダ
ル・インダストリアル・パーク（ＫＩＰ）は、今年１１月に開設１０周年を迎える。第２期開発として１０００ヘ
クタールの拡張を進め、中ジャワ州での投資や雇用創出を後押しする。
　グリーン経済分野では、シンガポール政府系複合企業セムコープ・インダストリーズとインドネシア各地で
太陽光発電所を開発するスンブル・エネルギー・スルヤ・ヌサンタラ（ＳＥＳＮＡ）が進める大規模太陽光
発電事業などの進展を確認した。農業技術分野では、若手農業者育成プログラムが６月に始動する。 　
　ガン氏は、両国がデジタル経済やグリーン経済などの分野で協力を深めているとした上で、「シンガポール
は今後もインドネシアにとって信頼できる価値あるパートナーであり続ける」と述べた。

《マレーシア》

日マレーシア首相、エネ安保強化＝アンワル氏「ＬＮＧ供給約束」
　高市早苗首相は１０日、マレーシアのアンワル首相と首
相官邸で会談した。中東情勢の悪化を踏まえ、高市氏
が液化天然ガス（ＬＮＧ）や医療用手袋など石油関連製
品の安定供給を要請したのに対し、アンワル氏は「最大
限のコミットメント（約束）」を表明。会談後、両首相は
エネルギー安全保障の強化をうたった共同声明を発表し
た。
　高市氏は共同記者発表で「両国の絆を双方向で深化さ
せる決意を確認できた」と強調。アンワル氏は高市政権
が進める「自由で開かれたインド太平洋（ＦＯＩＰ）」構想
を「常に支持する」と語った。 首脳会談を前に握手する高市早苗首相（右）

とラオスのソンサイ首相＝１０日午後、首
相官邸
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　日本はＬＮＧ輸入量の約１５％をマレーシアから調達している。両首相は重要鉱物のサプライチェーン（供
給網）強靱（きょうじん）化も確認。中国による経済的威圧を念頭に「恣意（しい）的な輸出規制への懸
念」を共有した。
　人工知能（ＡＩ）分野の協力枠組み「日マレーシアＡＩプラットフォーム」設立も申し合わせた。　
　両首相は中国の強引な海洋進出が目立つ東・南シナ海情勢や中東情勢についても意見交換。海洋安保分
野での連携が重要だとの認識で一致し、海上自衛隊とマレーシア海軍の共同訓練、政府安保能力強化支援
（ＯＳＡ）を通じた日本政府の対マレーシア協力を継続していくことで合意した。
　高市氏は１０日、ラオスのソンサイ首相とも会談し、両国の協力強化を確認。高市氏は「ＦＯＩＰ実現に向
け、ラオスと共に地域を強く豊かにしたい」と呼び掛け、ソンサイ氏も「さらなる両国関係の発展に協力した
い」と応じた。

ＪＥＲＡ、ペトロナスと長期契約＝ＬＮＧ年間最大２００万トン調達
　【クアラルンプール時事】日本で最大の発電会社であるＪＥＲＡ（東京）は１０日、マレーシアの国営石油
会社ペトロナスから年間最大約２００万トンの液化天然ガス（ＬＮＧ）を調達する契約を結んだと発表した。
既存の供給契約を更新する形で、期間は２０２８年から２０年間。
　契約相手はペトロナスのＬＮＧ子会社ペトロナスＬＮＧ。ＪＥＲＡによると新契約では、主にマレーシアで
生産されるＬＮＧを購入。発電用需要の季節間格差への対応も可能な、柔軟な取り決めとした。
　ペトロナス側によると、輸送には温室効果ガス排出を抑制した新鋭運搬船を投入する。積載能力は
１７万４０００立方メートル。
　ＪＥＲＡは引き続き、安定的で需給逼迫（ひっぱく）時にも柔軟、迅速に対応できるＬＮＧ調達体制の構
築に努める方針だ。

《その他東南アジア》

製造業、輸出比率３０％に拡大目標＝カルタサスミタ工業相―インドネシア
　１０日付のインドネシア紙インベスター・デーリー（４面）によると、カルタサスミタ工業相は８日の国会審
議で、製造業製品の販売先に占める輸出と国内向けの比率を、現在の２０％対８０％から、将来的に３０％
対７０％とする目標を明らかにした。
　同相は、国内市場は依然として製造業の主要な柱だが、今後はグローバル市場で国産品の浸透度を高め
るため、輸出志向型の製造業を強化していきたいと説明。「国内需要への対応能力を減じることなく、輸出比
率を高めていく」と語った。
　インドネシア経営者協会（Ａｐｉｎｄｏ）のシンタ・カムダニ会長は９日、目標達成は政府の政策次第だと
評価。政府が一貫性を持った構造改革を進め、貿易協定の実行を早め、上流部門の産業を強化し、マクロ
経済の安定性を守り、事業コストの低減に成功すれば、目標達成は可能だとの見方を示した。
　インベスター・デーリー紙によると、製造業の輸出額は今年１～４月期が７５５億７０００万ドル（約
１２兆１０００億円）で、国の輸出額全体の８２％を占めた。また１～３月期の製造業の国内総生産（ＧＤＰ）
成長率は前年同期比５．０４％で、ＧＤＰ全体に占める割合は１９．０７％だった。（ジャカルタ＝時事）

インドネシア中銀、緊急利上げで海外投資家に説明＝上級副総裁
　【ジャカルタ・ロイター時事】インドネシア中央銀行は９日に緊急の利上げに踏み切ったことを受け、欧州、
米国、アジアの投資家に説明を行った。デストリー・ダマヤンティ上級副総裁が１０日、ロイターに明らかに
した。
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　中銀は９日、臨時会合を開催し、政策金利を０．２５％引き上げ５．５０％とした。過去最安値更新が続く
通貨ルピアの安定を図るため緊急利上げに踏み切った。
　デストリー氏によると、説明は２回に分けて電話会議形式で実施された。９日夜には欧米の投資家、１０
日にはアジアと国内の投資家を対象に、ペリー・ワルジヨ総裁が利上げについて説明したという。
　ルピアは８日に１ドル＝１万８１９０ルピアと過去最安値を記録した。９日には利上げを受けて上昇に転じ、
１０日午前も上昇幅を拡大し、１万８０００ルピア近辺で推移している。

今年の国内自動車販売目標、８５万台で据え置き＝ガイキンド副会長―インドネシア
　１０日付のインドネシア紙コンタン（１３面）によると、同国自動車協会（ガイキンド）のヨンキー・スギア
ルト副会長は９日、２０２６年の国内自動車販売目標（出荷ベース）について、現時点では８５万台（前年実
績比５．８％増）で据え置いていることを明らかにした。
　ガイキンドのデータによると、２５年１～５月期の国内自動車販売台数は前年同期比１２．８％増の
３５万９０１５台。５月単月は６万９２１９台で、前月比では１４．３％減に縮小する一方、前年同月比では
１４．０％増とプラス成長を維持した。
　ヨンキー副会長はこれについて、販売の増加トレンドが年末まで続くよう期待すると強調。「ガイキンドの
（通年）予想はまだ８５万台だ」と付け加えた。
　インドネシアの国内自動車販売台数は、新型コロナウイルス禍の影響を受けた２０年が５３万２０２９台に
とどまったが、２１年は８８万７２００台、２２年は１０４万８０４０台に回復。一方で２３年は１００万５８０２
台、２４年は８６万５７２３台、２５年は８０万３６８７台と近年は減少に転じていた。（ジャカルタ＝時事）

スカボロー礁に中国が構造物＝比政府が抗議、撤去要求―南シナ海
　【マニラ時事】フィリピン政府は１０日、中国と領有権を争う南シナ海のスカボロー礁（中国名・黄岩島）
で中国の浮体構造物を５月下旬に確認したと発表した。主権侵害だとして中国側に抗議し、撤去を求めたと
明らかにした。
　現地メディアによると、フィリピン軍のブラウナー参謀総長は８日、構造物は約６メートル四方でアンテナ
のようなものがあり、上には人がいたと指摘。過去には構造物が設置された後、人工島に拡張された例もあ
るとして、「そのようなことを許してはならない」と強調した。　
　スカボロー礁はフィリピンの排他的経済水域（ＥＥＺ）内にあるが、中国は２０１２年以降、実効支配を継
続。中国政府は昨年９月、スカボロー礁を一方的に「自然保護区」に指定した。

ＤＨＬ、アジア太平洋でデータセンター拡張＝ドイツ
　ドイツ物流大手ＤＨＬ傘下のＤＨＬサプライチェーンは９日、データセンターに対する需要の高まりを受け、
アジア太平洋地域で専用スペースを１３万平方メートル増設し、既存の３万平方メートルと合わせ、１６万平方
メートルを超える規模に拡張する計画を明らかにした。
　増設を計画しているのはタイとマレーシアで、２年間かけて整備する。
　ＤＨＬサプライチェーン社アジア太平洋地域のビルバオ最高経営責任者（ＣＥＯ）は「市場予測による
と、アジア太平洋地域は世界におけるデータセンターの次の中心地になるとみられており、２０３０年までに
８０００億ドル（約１２８兆円）のデータセンター投資が見込まれている」と説明。同社はデータセンターの
拡張により、ハイパースケーラーやデータセンター事業者の戦略的パートナーとしての地位を強化したいと強
調した。（時事）
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《インド・南アジア》

インドのモディ首相、連続在任歴代最長に＝４３９９日、初代ネール超え
　【ニューデリー時事】インドのモディ首相の連続在任日数が１０日に４３９９日に達し、初代首相ネールを
抜き歴代最長となった。同日のＸ（旧ツイッター）で「謙虚さや献身、そして使命感を持ちたゆまず働く者だ
けが人々の信頼を勝ち得る」と強調した。
　ネールは１９４７～６４年に首相を務めたが、初の総選挙を制して５２年に就任するまでの期間を除いた在
任日数をモディ氏が上回った。モディ氏は昨年７月、インディラ・ガンジーを抜いて歴代２位となっていた。　
　モディ氏は西部グジャラート州首相を経て２０１４年５月に首相に就任し、現在３期目。
　同氏は現在、所属する与党インド人民党（ＢＪＰ）で「定年」とされていた７５歳。しかし、権力強化の意
欲を隠しておらず、４期目も視野に入れているのではとささやかれている。首相の在任期間や期数に制限は
設けられていない。

インド首都近郊に体験型新拠点＝富士フイルムＢＩ、印刷需要喚起
　【ニューデリー時事】オフィス用印刷機などを手掛ける富士フイルムビジネスイノベーション（ＢＩ、東京）
は１０日、同社商品の最新性能や高い付加価値を持つ印刷物を検証できる体験型の新拠点をインド首都ニ
ューデリー近郊の都市ファリダバードに開設した。インドでの印刷需要を喚起し、商品販売の拡大につなげ
ることが目的。
　拠点の名称は「レヴォリア・エクスペリエンス・センター」。施設内に配備した商業用高品質プリンター「レ
ヴォリア・プレス」シリーズなどを活用し、顧客である印刷業者に色の豊かな再現性や高級感ある仕上がり
を確認してもらうという。同社の機器を扱うオペレーターの技能向上やデザイナーを育てるプログラムも提供
する。
　同社によると、インドでは経済成長に伴い中間層が拡大しており、消費やビジネス活動において価格の安
さよりも品質や付加価値を重視する傾向が強まっている。こうした流れは印刷業にも及び、高いデザイン性
や品質を持つ印刷物へのニーズが高まっている。
　同社の木田裕士取締役執行役員は、拠点開設を通じて「伸びる市場をさらに伸ばしていく」と説明。イン
ドでは結婚式に巨額の予算を使う文化があり、結婚記念写真の印刷に対する需要も高いという。富士フイル
ムインディアの和田耕児社長は今後、インドでプリンター事業だけでなく半導体材料の分野にも力を入れて
いきたいと述べた。

貿易省、ＲＣＥＰ加入へ準備進む＝輸出多様化に不可欠―スリランカ
　１０日のスリランカ紙デーリー・ニューズ（電子版）によると、スリランカ貿易省は、地域的な包括的経済
連携（ＲＣＥＰ）への加入に向け、複数のルートを通じて国内の準備を進めている。地元シンクタンクが最近
開催したＲＣＥＰに関する会議で、同省のＫ・Ａ・ビマレンティラジャ事務次官が明らかにした。

　◇既存加盟国の支持確保
　スリランカ政府はＲＣＥＰ加入を、輸出の多様化や市場アクセス拡大などに不可欠と見ている。今年に入
り、加盟に必要な質問票への回答を済ませ、条件適合への取り組みを加速している。
　ビマレンティラジャ氏によると、条件適合は容易でなく、内閣は、高官級の政策・作業委員会を設置した
ほか、多国間パートナーから一定の技術支援を受けた。追加質問への回答も済ませたが、国の準備状況に
ついて、今後もさらに質問が生じると見られる。加入手続きを円滑化するため、オーストラリアやニュージー
ランド、インドネシアといった既存加盟国の政治的、外交的支持も確保した。
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　また、チャトゥランガ・アベシンヘ産業・起業家育成副大臣などの政府高官らは、ＲＣＥＰが求める経済
構造改革や関税政策立案、投資基準明確化を進めている。正式加入手続きは最終調整中で、早期加入実
現のため、加盟各国との２国間の貿易協定や投資協定の交渉も同時に推進する。

　◇日本などにアクセス
　アベシンヘ氏は同会議にオンラインで参加し、国内市場のみに依存すれば、スリランカは輸出成長を持続
させ、大規模投資を誘致することはできないと指摘。経済規模が小さいため、国の未来は地域や世界のバ
リューチェーン（価値連鎖）に深く入り込めるかにかかっていると話した。
　その上で、日本、韓国、豪州、中国や東南アジア地域のＲＣＥＰ加盟１５カ国の市場にアクセスできれば、
中小企業をはじめとするスリランカ企業に新たな機会が生まれると強調した。（時事）

《その他アジア》

エネルギー分野で協力強化＝日アゼルバイジャン外相会談
　茂木敏充外相は１０日、アゼルバイジャンのバイラモフ外相
と東京都内で会談し、エネルギーを含む幅広い分野の連携
で一致した。茂木氏は「現下の中東情勢を受け、日本企業が
アゼルバイジャン産の原油を購入した。今後の協力も強化した
い」と述べた。　
　中東情勢の悪化に伴い、多くの邦人がイランから隣国の
アゼルバイジャンへ陸路で退避した。これに関し、茂木氏は
「支援に感謝する。引き続きの協力をお願いしたい」と伝え
た。

韓国ＳＫハイニックス、早ければ８月に米上場へ＝関係筋
　【ソウル、シンガポール・ロイター時事】韓国半導体メモリーメーカーのＳＫハイニックスは早ければ８月に
米国での上場を計画している。事情に詳しい関係筋２人が明らかにした。
　同筋の１人は、米証券取引委員会（ＳＥＣ）が２２日の週に米国預託証券（ＡＤＲ）上場申請を承認する見
通しだと述べた。
　ＳＫハイニックスは声明で「２０２６年中にＡＤＲを発行する計画だが、規模や時期などの詳細はまだ決定
していない」と述べた。業務時間外のため、ＳＥＣからはコメントを得られていない。
　同社は今年、米上場に向け非公開の申請を行った。関係筋が３月に語ったところによると、最大１４０億ド
ルを調達できる可能性がある。

韓国サムスンとＳＫハイニックス、半導体パッケージング工場建設を検討＝報道
　【ソウル・ロイター時事】韓国のサムスン電子が同国南西部の光州市に先端半導体パッケージング施設を
建設する案を検討していると、韓国経済新聞が９日、業界関係者の話として報じた。
　それによると、サムスン電子は今月２９日に李在明大統領と主要財閥トップが会談する場で投資計画を発
表する見通し。

握手する茂木敏充外相（右）とアゼルバイ
ジャンのバイラモフ外相＝１０日午後、東
京都港区
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　「成長戦略の大転換」をテーマに大統領府で開かれる会合には、サムスン電子の李在鎔会長やＳＫグルー
プの崔泰源会長らが出席する見通しだ。
　ＳＫハイニックスも韓国南西部、特に全羅南道で新たな半導体パッケージング生産施設の建設を検討して
いると、東亜日報が１０日報じた。
　サムスン電子とＳＫハイニックスはコメントを控えた。大統領府は、企業の投資決定は各社が決めること
だと述べた。
　韓国経済新聞はサムスン電子の今回の投資について、人工知能（ＡＩ）需要が主導する半導体業界の好
況局面を前に、同社が投資を加速させようとしている兆候とみられると伝えた。
　ＡＩサーバーに使用される高帯域メモリー（ＨＢＭ）の需要が急増する中、今回の動きはＡＩチップのサプ
ライチェーン（供給網）で重要な役割を担う先端パッケージング能力の強化に向けた同社の新たな取り組み
の一つとなる。
　半導体メーカーが複数のチップを一つのパッケージに統合することで性能向上を図ろうとする中、先端パ
ッケージングの重要性は一段と高まっている。特に複数のＤＲＡＭチップを垂直に積層し、米エヌビディアな
どのＡＩプロセッサーと組み合わせて使われるＨＢＭの需要が強い。

《自動車・二輪》

中国新車、２．１％減＝国内販売の不振続く―５月
　【北京時事】中国自動車工業協会が１０日発表した５月の新車販売台数（輸出含む）は、前年同月比２．１
％減の２６２万９０００台だった。景気の冷え込みや購入支援策の縮小に伴う国内市場の不振が背景だ。
　新車販売台数が前年実績を下回るのは６カ月連続で、国内分に限ると２割超の大幅なマイナスを記録し
た。車種別では、ガソリン車が減る一方、政府が普及を急ぐ電気自動車（ＥＶ）やプラグインハイブリッド車
（ＰＨＶ）といった「新エネルギー車（ＮＥＶ）」は１４．４％増の１４９万６０００台と、堅調さを維持した。　
　輸出は６８．７％増の９３万台。国内市場が冷え込む中、海外市場に活路を求めるメーカーの動きが活発
化している。特にＮＥＶの輸出台数は前年の倍以上に増えた。
　日系自動車メーカーのこれまでの発表などによると、５月の販売台数は、トヨタ自動車が３１．７％減、ホ
ンダが４８．７％減。日産自動車は１０日時点で明らかにしていない。

ＢＹＤ会長：５年以内に世界一の車メーカーに＝株主総会で見通し
　【上海ロイター時事】中国の電気自動車（ＥＶ）大手、ＢＹＤ（比亜迪）の王伝福会長は９日、５年以内に
世界最大の自動車メーカーになるとの見通しを示した。株価が大幅に下落する中、投資家を安心させようと
する狙いがある。
　ＢＹＤの２０２５年の世界販売台数は４６０万台で世界６位。ただ過去１年間は国内ライバルとの競争が激
化して国内販売が打撃を受ける中、成長軌道への回帰に苦戦している。同社株は香港市場で過去１年間にピ
ークから４５％超下落し、深セン上場株も３３％下落した。
　上海証券報によると、王氏は深セン本社で開かれた年次株主総会で発言し、今年の成長に向けたボトル
ネックと位置付ける第２世代「ブレードバッテリー」の増産に注力する方針を強調。「ＢＹＤは５年以内に規模
の面で真に世界一の自動車メーカーになる」と述べ、力強い輸出実績や、国内外での成長を支えると見込む
バッテリーや急速充電技術の進歩など、技術革新の進展を強調した。
　ＢＹＤの１～５月の輸出は前年同期比６５％増加し、貿易障壁が比較的低いブラジル、英国、オーストラリ
アが最大市場となった。ただ国内販売の不振を補うには至らず、同期間の総納車台数は２０％超減少した。
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ＧＭ、ＥＶに電力網への売電機能を追加へ＝電力会社と協議進む
　【サンフランシスコ・ロイター時事】米自動車大手ゼネラル・モーターズ（ＧＭ）は、米国の一部の電気自
動車（ＥＶ）所有者が電力を電力網に供給できるようにするソフトウエア更新を提供する。エネルギー分野
での事業機会の獲得が狙い。西部カリフォルニア州サンフランシスコで開催されたイベントで明らかにした。
　今回のソフト更新により、停電時にＥＶから家庭へ電力を供給できるＧＭのエネルギーシステム「ビーク
ル・トゥー・ホーム（Ｖ２Ｈ）」の契約者は、電力網へ電力を供給する「ビークル・トゥー・グリッド（Ｖ２
Ｇ）」機能も追加で利用できるようになる。しかし、車の充電量を維持したいと考えるドライバーの間で、こ
の機能が普及するかどうかはなお不透明だ。
　Ｖ２Ｈの利用者は、需要が高まる時間帯に電力会社へ電力を売り戻すことができ、ＧＭはその支払いの一
部を受け取る。ＧＭ広報担当者はＶ２Ｈの利用者を数千人としたが、具体的な数字は公表しなかった。
　現在、こうしたＶ２Ｇ機能を提供している電力会社はごくわずかで、まだ試験段階にある。ＧＭ幹部はロイ
ターに対し、電力会社約１０社と協議を進めていると語った。
　Ｖ２Ｇを機能させるには電力会社の協力が必要になる。ＧＭはＶ２Ｇの商用展開を今後数カ月以内に、カ
リフォルニアと南部テキサス両州を皮切りに開始するという。中西部ミシガン州では電力会社ＤＴＥエナジー
と提携し、ＧＭ従業員３０人を対象に試験運用を行っている。電力会社はＶ２Ｇ構想に対して、必要な投資
額、技術の不確実性、利用者の少なさから慎重な姿勢を示している。
　フォード・モーターなどの競合他社も、先行するテスラに追随してエネルギー事業の構築を図っている。

トヨタ会長、報酬２１億円＝３年連続歴代最高額―２６年３月期
　トヨタ自動車が１０日公表した２０２６年３月期の有価証券報告書によると、豊田章男会長の役員報酬は
２１億１３００万円だった。前期の１９億４９００万円から約８％増え、３年連続で歴代役員の最高額を更新し
た。前社長の佐藤恒治副会長の報酬は、前期の８億２６００万円から８億３００万円に減った。
　２６年３月期の連結業績は、売上高に当たる営業収益が日本企業で初めて５０兆円を超えた一方、純利益
は米国の高関税政策が重しとなって２年連続の減益にとどまった。トヨタは豊田氏の報酬について「グロー
バル水準に段階的に引き上げている」と説明。果たしている役割や職責を総合的に考慮したという。　
　社外を含む取締役１２人の報酬総額は４１億３１００万円。前期は１０人で４４億３９００万円だった。

《日本・その他》

ＮＴＴ、次世代通信普及へ投資ファンド＝韓・台企業参画、８００億円規模
　ＮＴＴは１０日、光技術を使った次世代通信基盤「ＩＯＷＮ（アイオン）」の国際的な普及に向け、投資ファ
ンドを設立すると発表した。韓国や台湾の企業などが参画し、規模は約８００億円を見込む。人工知能（Ａ
Ｉ）の技術進展と普及が進む中、大容量のデータを低遅延・低消費電力でやりとりできる強みを生かし、デ
ータセンターの接続などで次世代通信の実用化を推し進める。
　運営には韓国の複合企業ＳＫグループや台湾通信大手の中華電信、日本政策投資銀行、米ベンチャー投
資家のヤン・ソン氏が参画。今月中にファンドを組成するとともに、米シリコンバレーと東京を拠点とするフ
ァンド運営会社を立ち上げる。投資対象は、光通信技術やＡＩ向け半導体などの開発に取り組む北米やアジ
ア、欧州の新興企業を想定する。　
　ファンドへは、ＮＴＴが２割程度を出資する。このほか３メガバンクなど国内外２０社以上が出資に関心を
示しているという。１０日に東京都内で開かれた記者会見で、島田明ＮＴＴ社長は「ＡＩ時代を支える新たな
産業基盤の形成に貢献していきたい」と述べた。
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中東発インフレ、本格化の懸念＝「川上」物価の上昇が加速
　日銀が１０日発表した５月の国内企業物価指数（速報値、２０２０年平均＝１００）は１３４．５と、前年
同月比６．３％上昇した。中東情勢悪化に伴う原油価格の高騰などが響き、上昇幅は前月から１ポイント拡
大。物価の「川上」に当たる同指数の上昇は、幅広い消費財の今後の本格的な値上がりにつながるとみら
れ、インフレが加速する懸念が一段と強まっている。
　企業物価は、企業間で取引されるモノの価格を示す。５月は値上がりから値下がりを差し引いた品目数が
３３６と、前月の２９８から増加。ホルムズ海峡の事実上の封鎖が続く中、原油やナフサなどの価格上昇が
幅広い製品に影響していることが鮮明となった。
　品目別にみると、化学製品が１３．４％と大幅に上昇。４月はエチレンやプロピレンなど、ナフサ由来の基
礎化学品が目立ったが、５月はポリエチレンやポリプロピレンといった「川中」の製品にも波及した。ポリエ
チレンはレジ袋、ポリプロピレンは食品容器などに使われる。包装資材のフィルムなどプラスチック製品も
４．３％上昇した。容器や包装資材の値上がりは、食品などに転嫁される可能性が高い。
　一方で、４月の全国消費者物価指数は、価格変動の大きい生鮮食品を除く総合指数が１．４％上昇と、緩
やかな伸びにとどまっている。ただ、ガソリン補助金や私立高校の授業料無償化といった政策の効果が大
きく、日銀は特殊要因を除けば２．８％の上昇だったと試算している。
　今後は、石油関連製品の価格高騰や円安による輸入物価の押し上げに伴い、消費者物価の上昇幅も拡大
する公算が大きい。みずほ証券の小林俊介チーフエコノミストは「消費者物価の上昇率は２６年秋にピークと
なる」と予想している。

米消費者物価、４．２％上昇＝３年ぶり高水準、原油高収まらず―５月
　【ワシントン時事】米労働省が１０日発表した５月の消費者物価指数（ＣＰＩ）は前年同月比４．２％上昇し
た。伸び率は２０２３年４月以来、３年１カ月ぶりの高水準。米イスラエルとイランの紛争に伴う原油価格高
騰が収まらず、前月（３．８％）から一段と加速した。市場予想と同水準だった。
　変動の激しい食品とエネルギーを除いたコア指数の伸び率は２．９％と、前月から拡大した。ホルムズ海
峡の事実上封鎖を受けてエネルギーの供給混乱が長引き、幅広い品目の価格が押し上げられるとの懸念が
広がっている。　
　項目別では、ガソリンが４０．５％、燃料油が５８．９％と、それぞれ上昇。いずれも伸びは前月から加速し
た。サービス価格（エネルギー関連を除く）は３．４％上昇だった。
　トランプ米大統領は株高や景気浮揚を狙い利下げを志向しているが、就任したばかりのウォーシュ連邦準
備制度理事会（ＦＲＢ）議長は、底堅い雇用情勢も相まって困難なかじ取りを迫られそうだ。

《人事・訃報》

ＪＥＩＴＡ会長に新野ＮＥＣ会長＝筆頭副会長は吉田ソニーＧ会長
　電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）は１０日、ＮＥＣの新野隆会長が同日付で会長に就任したと発表し
た。任期は１年。次期会長候補とされる筆頭副会長には、ソニーグループの吉田憲一郎会長が就いた。
　新野氏は東京都内で記者会見し、人工知能（ＡＩ）の発達について「現実社会そのものを高度化していく
取り組みが重要になってくる」と指摘。特にロボットの操作などに活用されるフィジカルＡＩについて、「リアル
な現場データとデジタルを融合して、実世界で価値を生み出すことが日本の産業界の強みであり、競争力の
源泉となる」と強調した。
　このほか、半導体メモリー不足について、「ＡＩの急速な普及でデータセンターが増加する一方で、一般的
なサーバーやパソコンに対する供給が不足している」と説明。今後も「世界的にこの傾向が続いていくと考
えている」との見通しを示した。
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　また日銀が１５、１６両日の金融政策決定会合で検討する方針の追加利上げについて、「１％（になる）と言
われているが、日本全体が、金利のある世界の中で成長することが大事だ」と述べた上で、「円安の方が企業
にとっては大きな影響かもしれない。うまくバランスのとれた政策をぜひやっていただきたい」と注文を付け
た。

河野元衆院議長死去、８９歳＝自民ハト派の代表格
　野党時代の自民党総裁を務め、外相や衆院議長を歴任した河野洋平（こうの・ようへい）氏が８日、死去
した。８９歳だった。神奈川県出身。関係者が１０日、明らかにした。
　党内ハト派の代表格で、中韓両国をはじめとするアジア諸国との関係を重視。宮沢内閣の官房長官だった
１９９３年、旧日本軍の従軍慰安婦の政治問題化を受け、「心からのおわびと反省」を表明した「河野談話」
を発表した。
　自民党の実力者だった河野一郎元建設相の次男として、３７年１月に生まれた。早大卒業後、丸紅飯田
（現丸紅）に勤務。急死した一郎氏の後継者として６７年、衆院旧神奈川３区で自民党から初当選。連続当
選１４回。７６年、ロッキード事件を受け自民党の金権体質を批判して離党し、新自由クラブを結成したが、
８６年に復党した。
　９３年の衆院選で自民党が下野した直後、第１６代党総裁に就任。自民党が社会党の村山富市委員長を
首相に担いで政権に復帰すると、副総理兼外相として村山氏を支えた。９５年の総裁選で再選を目指した
が、多数派工作で橋本龍太郎氏（故人）に引き離され、出馬断念に追い込まれた。
　小渕、森両内閣で再び外相を務め、２００３年１１月、第７１代衆院議長に就任。０９年７月の衆院解散
まで議長を務め、在職日数は歴代２位の２０２９日となった。０９年の衆院選に出馬せず、政界を引退。１１
年に桐花大綬章を受章した。
　０２年には持病のＣ型肝炎が悪化し、長男の河野太郎衆院議員（自民）から生体肝移植を受けた。　
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JPY USD EUR SGD MYR THB PHP IDR VND INR KRW HKD TWD CNY
日本円 1JPY= - 0.0062 0.0054 0.008 0.0253 0.2049 0.3825 111.693 164.008 0.5941 9.5121 0.0489 0.197 0.0422

米ドル 1USD= 160.388 - 0.8656 1.2874 4.062 32.861 61.352 17914.2 26304.9 95.29 1525.63 7.8364 31.603 6.7755

ユーロ 1EUR= 185.296 1.1553 - 1.4873 4.6928 37.9643 70.88 20696.3 30390 110.089 1762.56 9.0534 36.5109 7.8277

S ドル 1SGD= 124.583 0.7768 0.6723 - 3.1552 25.5251 47.6557 13915 20432.5 74.0174 1185.05 6.087 24.5479 5.2629

リンギ 1MYR= 39.485 0.2462 0.2131 0.3169 - 8.0899 15.1039 4410.19 6475.84 23.4589 375.586 1.9292 7.7802 1.668

バーツ 1THB= 4.8808 0.0304 0.0263 0.0392 0.1236 - 1.867 545.151 800.489 2.8998 46.4268 0.2385 0.9617 0.2062

ペソ 1PHP= 2.6142 0.0163 0.0141 0.021 0.0662 0.5356 - 291.99 428.753 1.5532 24.8668 0.1277 0.5151 0.1104

ルピア 1IDR= 0.009 0.00006 0.00005 0.00007 0.00023 0.0018 0.0034 - 1.4684 0.0053 0.0852 0.00044 0.0018 0.00038

ドン 1VND= 0.0061 0.00004 0.00003 0.00005 0.00015 0.0012 0.0023 0.681 - 0.0036 0.058 0.0003 0.0012 0.00026

ルピー 1INR= 1.6832 0.0105 0.0091 0.0135 0.0426 0.3449 0.6438 187.997 276.051 - 16.0104 0.0822 0.3317 0.0711

ウォン 1KRW= 0.1051 0.0007 0.0006 0.0008 0.0027 0.0215 0.0402 11.7422 17.242 0.0625 - 0.0051 0.0207 0.0044

香港＄ 1HKD= 20.4671 0.1276 0.1105 0.1643 0.5184 4.1934 7.8291 2286.02 3356.75 12.1599 194.685 - 4.0328 0.8646

台湾＄ 1TWD= 5.0751 0.0316 0.0274 0.0407 0.1285 1.0398 1.9413 566.851 832.353 3.0152 48.2748 0.248 - 0.2144

人民元 1CNY= 23.6718 0.1476 0.1278 0.19 0.5995 4.85 9.055 2643.97 3882.35 14.0639 225.169 1.1566 4.6643 -

※本表は、インタバンク市場における取引データを基に時事通信が作成した参考値です。内容には正確を期し
  ていますが、本レートを利用した取引でお客様に不利益が生じましても、当社は一切の責任を負いかねます。

JST 作成１０日１７時

マーケット情報

アジア通貨クロスレート（時事通信参考値）

ベトナムドン／円 米ドル／ベトナムドン

ベトナムVN指数



11 June 2026

28V I E T N A M
JIJI News Bulletin

時 事 速 報V I E T N A M JIJI News Bulletin

時事通信社 記事の複製・転載を禁じます

アジア主要市場の株価指数（１０日、カッコ内は前営業日比）
上海総合 3993.226(   -16.805) シンガポール STI 4958.85(      -64.40)
深センＢ株 1123.730(     -4.928) クアラルンプール KLCI 1678.96(       +3.46)
香港・ハンセン 24407.96(   -157.94) フィリピン総合 PSEi 5941.36(        -4.35)
台湾加権 43225.54(-1,478.90) ジャカルタ総合 IDX 5902.376(+155.728)
韓国 KOSPI 7730.82(   -366.11) タイ SET 1563.59(     -20.55)

三菱ＵＦＪ銀行直物為替公表建値　06/10
（単位円、韓国ウォン・INDONE ﾙﾋ ｱ゚は100 単位あたり）

ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ
米ドル 161.45 159.45 159.04 加ドル 116.60 113.40 113.15
ユーロ 186.61 183.61 183.18 英ポンド 218.60 210.60 209.98
ｽｲｽﾌﾗﾝ 201.66 199.86 199.57 ﾃﾞﾝﾏｰｸｸﾛｰﾈ 25.07 24.47 24.41
ﾉﾙｳｪｰｸﾛｰﾈ 17.17 16.57 16.51 SWEDEN ｸﾛｰﾅ 17.33 16.53 16.49
豪ドル 114.72 110.72 110.39 ＮＺドル 95.27 91.27 91.06
中国人民元 23.98 23.38 --- 香港ドル 20.90 20.04 19.99
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ --- --- --- ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＄ 125.49 123.83 123.61
ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 10.20 8.20 --- タイバーツ 4.96 4.80 4.78
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 1.84 1.54 --- ﾊﾟｷｽﾀﾝﾙﾋﾟｰ 0.66 0.50 ---
KW ﾃﾞｨﾅｰﾙ 528.10 512.10 --- ｻｳｼﾞﾘﾔﾙ 43.62 42.02 41.89
UAE ﾃﾞｨﾙﾊﾑ 44.45 43.09 42.96 ｶﾀｰﾙﾘﾔﾙ 44.78 43.42 ---
韓国ウォン 10.76 10.36 --- INDONE ﾙﾋﾟｱ 1.01 0.77 ---
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.76 2.48 --- 南ｱﾌﾘｶﾗﾝﾄﾞ 11.20 8.20 ---
ﾁｪｺｺﾙﾅ 7.79 7.55 --- 露ルーブル 2.48 1.98 ---
HUNG ﾌｫﾘﾝﾄ 0.54 0.50 --- POLAND ｽﾞﾛﾁ 44.84 42.44 ---
トルコリラ 4.08 2.88 ---

【注】ｲﾝﾄ゙ ﾙﾋﾟー ､INDONE ﾙﾋ ｱ゚､ ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚ﾍ゚ ｿ ､ ﾊ ｷ゚ｽﾀﾝﾙﾋﾟー のＴＴＢは参考相場

上海メタル（１０日）
先物　銅：104,050　アルミ：23,840　亜鉛：24,605　ニッケル：134,350
（注）当日終値、先物は期近、単位＝１トン当たり／元。

《お知らせ》

休載のお知らせ
　日本企業のＡＳＥＡＮ関係人事は都合により休載します。
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